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1節はじめに

シドニー・ウェッブとビアトリス・ウェッブ（SidneyWebb. 1859-1947, 

Beatrice Webb. 1858-1943，以下夫妻をあらわす時は“ウェッブ”，いずれかを

特定化する場合はそれぞれ“シドニーヘ“ビアトリス”と表記する）は，フェ

ピアン協会の中心人物として， 19世紀末から20世紀初頭のイギリスを舞台に活

躍した社会改革者として知られているo ウェッブは，ロンドン地方政治改革，

イギリス労働党の結成，救貧法改正運動など多方面における活動家であった1)。

だが同時に彼らは，労働組合，協同組合，地方統治機構などの社会諸制度の研

究者でもあった2）。彼らの実践的な社会改革運動が， これら社会諸制度の歴史

的・理論的研究によって支えられていなかったはずはなかろう。本稿では，さ

しあたり，彼らの労働組合をめぐる議論を素材に，彼らの社会改革運動の根底

にあった「ヴィジョン」を解明してくための手掛かりをさぐってみたい。

ウェッブが労働組合研究を開始したのは1891年のことである3）。時はおりし

も， 1889年のロンドン・ドック・ストライキなどに象徴されるように労働組合
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運動の「転換」の時期であった4）。熟練労働者による職能別組合（クラフト・ユ

ニオン）が支配的であった19世紀中葉とは異なり，不熟練労働者大衆がこうし

た歴史的事件を契機に一般組合（ゼネラル・ユニオン）に結集し，「新組合主

義」をかかげながら一大勢力を形成しつつあった九このような新しい現実を

まえに， ウェッブはまず「3年聞にわたって王国全土の全産業から事実を収集

し」，『労働組合運動の歴史」（1894年）を出版したが，この歴史研究の後に，彼

らは次の課題に本格的に取り組むことになる。

「『労働組合運動の歴史』を完成・出版したとき，我々は一般に用いられて

いる漠然とした概説以外には，労働組合運動が現実にはいかに機能する

か，またはそれは正確にはどのような効果をもたらすかについての，みず

からの体系的かっ明確な理論すなわちヴィジョンをもっていないことを

知って驚いたのである。たくさんの文書をすべて問題ごとに分類しなお

い産業，場所，日付にかかわりなしそれぞれの問題に関係する事実を

すべて寄せ集め，様々な仮説にしたがってこれらの文書をいろいろと並べ

かえた後にはじめて，労働組合運動の作用と効果とについての明確，包括

的で実証にたえうる理論がわれわれの脳裏に浮かんできた。それは実証の

ためのさらなる調査の後に，『産業民主制論』（1897年〉に具体化されるこ

とになった。」（Webb[1932] p. 94，訳89-90頁；ただし，訳文は必ずしも

訳書にしたがっていない。以下同じ。）

こうして「労働組合運動の作用と効果」とについての「体系的かっ明確な理論」

の書である「産業民主制論』が世に問われることになる。『産業民主制論』で展

開されたウェッブの労働組合論とは，いかなる内容をもっていたのであろう

か。

高橋克嘉氏は，『産業民主制論』の主題について次のように言う。「熟練工中

心に入職制限政策をとる旧組合主義jから「熟練・不熟練をふくむ全労働者の

労働条件を直接に規制するコモン・ルールの方策をとる新組合主義」への「移

行」を，「本来的労働組合への発展過程」として位置付けることであったと（高

橋口984]17, 31頁）。ウェップは，「新組合主義」の基本政策である「コモン・

1レールの方策」が「国民的能率を高め」「社会全体の利益にも合致する」と考え
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ていた（高橋［1984]257頁）。「労働組合の標準賃金率が生存賃金にかかわるも

のであるかぎり，それは健康と能率に必要な賃金水準であり，したがって最低

規制の普及によって生ずる賃金上昇は高能率をもたらす」からである（高橋

[1984] 259-260頁）。ウェッブの労働組合論とは労働力保全の理論にほかならな

いという評価である。

しかし，高橋氏とは異なった解釈もありえよう。例えば， R.H.トーニーは次

のように述べていた。

「労働組合運動は，経済的進歩の障害として非難されてきたし，ふたたび

非難されようとしていた。ウェッブ夫妻は次のように逆襲した。すなわち，

労働組合運動は産業の効率化の敵などではなく，実際にはその味方である

と。それ〔労働組合運動〕は，いかに経営に窮した雇主やどれほど不道徳

な雇主でも守らねばならない最低雇用条件を規定することによって，競争

を，人聞を搾取するものから社会福祉とよりよく両立する方向へと転換さ

せるoそれは経営者を刺激し，機械設備・組織の進取的な改良による生産

費削減方法の発見を促すからである。」（Tawney[1952] p. 351，訳171-

172頁，〔〕内は引用者。以下同じ）

労働組合運動は，生産工程の改良をめざした「雇主」閣の「競争」6）を推進す

ることによって，結果的に「社会福祉」の実現を可能にする，ウェッブの労働

組合論は，こうした枠組みのなかで展開されているとトーニーはいうのであ

る。

以上のように，ウェップの労働組合論の解釈にあたって，それが「産業進歩J

の推進を意図しているという点では，両者ともに意見の一致が見られるもの

の，その具体的なメカニズムについては意見が異なっているoすなわち，労働

者の側での能率の向上を重視する高橋氏，経営者の側での能率の向上を重視す

るトーニー，というようにである。だとすれば，労働組合運動によって「産業

進歩」が推進されていく具体的なメカニズムを，ウェッブが実際どのように理

解していたのか，という問題が浮上してくるだろう。この問題に接近するため

の手掛かりをさぐるために，『産業民主制論』の執筆の経緯について，より詳し

く検討してみよう。『労働組合運動の歴史』初版（1894年）の序文でウェップは
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次のように述べていた。

「我々が労働組合運動の研究に着手したのは，我々自身の仮説を証明する

ためではなく，それが提示する諸問題を発見するためであった。だが我々

は，これらの諸問題の！性質についてなんの先見ももたないほど，その主題

について無知ではなかった。それらはほぼ確実に経済的な問題であり，あ

る共通の経済的な教義を示すだろうと我々は考えた。そのような予想をし

たことは今でも自然なことと思われるし，もしそれが達成されていれば，

我々は文句なしにその成果をうけいれたことであろう。しかし，そうはい

かなかった。研究が開始されるやいなや，我々は以下の事に気付いた。す

なわち，労働組合が，労働諸条件，産業組織および産業進歩に与える影響

は，生産過程における無限の技術的多様性によって支配されているため

に，産業ごとに，さらには職業ごとにさえ異なっていること，したがって

経済的な教義もそれらとともに多様であることを。……したがって，その

瞬間から我々は以下の事を理解した。すなわち，我々が最初に書かねばな

らないのは，論説ではなく，歴史であると。……労働組合運動の経済的効

果をめぐる分析の全てについては，労働組合運動の諸問題について次の書

物を予定している。」（Webb[1894] p. vii，訳3-4頁）

『産業民主制論』が， 6年間にわたる膨大な歴史的・実証的研究の後に出版さ

れたことはすでに述べた。だが，ここで強調すべきは，ウェッブが，労働組合

研究の開始当初から，すでに『産業民主制論』にいたる構想を練っていた，と

いうことである。それは「労働組合運動の経済的効果jについての「理論」的

析のことにほかならない。そうだとすれば，このような構想自体が，いかなる

「先見」すなわち経済学的認識によって支えられていたのかという問題が当然

浮かびあがってくるだろう。労働組合研究を開始する直前のウェッブに聞いて

みよう。シドニーは1890年に，当時出版されたばかりのマーシャル『経済学原

理』を読み通した後で，交際中のビアトリスに宛てて次のような手紙を書いて

Ii¥ ;I;こ。

「それは偉大な本ですが新しいことは一つもありません一道を示していま

すが道を進んではいません。にもかかわらず，それは偉大な本で， ミルを
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凌ぐものでしょう。けれども経済学に画期的な変革をもたらすものではあ

りません。経済学は今後作り直されねばなりません。それをするのは誰で

しょうか。私がそれをするのを貴女が助けて下さるか，私が貴女を助ける

か。」 (1890年7月27日付け，シドニーからピアトリスへ宛てられた手紙。

Webb [1926] pp. 395-396) 

「道を示していますが道を進んでいません」という主張は，すでにシドニーが

すくなくとも「進むべき道」，つまり，かなり明確な社会改革の「ヴィジョン」

をもっていたことを示しているのではないだろうか。シドニーは， 1888年から

1889年にかけて，「利子率と分配法則」，「利子率」，「賃金と残りの経済的生産物

の関係」という 3つの論文を書いていた7）。これらは全て，「分配論の再構築」

(Webb [1888-a] p. 188）という問題意識をもって書かれたものであり，そこ

には「産業組織の進歩が賃金と利潤とに及ぼす影響については真剣な再検討が

必要であろう」という所見が述べられていたのも事実である（Webb[1888-a] 

p. 208）。

とすれば，こう考えられはしないだろうか。シドニーとビアトリスとの共同

による労働組合研究の開始に先立つて，すでにシドニーは「経済学を作り直す」

必要性を痛感し，「進むべき道」をさぐるための活動を始めていたのであり，そ

の意味でこの3つの初期論文は，萌芽的ではあれ，ウェッブの社会改革の

「ヴィジョン」とその理論的根拠とを含むものであったと。 これらの初期論文

が，後の『産業民主制論』における「労働組合運動の経済的効果Jについての

分析と密接な関連をもっていたことを理解するためにも，ひとまず『産業民主

制論』における彼らの労働組合論を簡単に振返っておくことからはじめよう。

2節労働組合運動の経済的効果

「労働組合運動の経済的効果」についての積極的見解は，『産業民主制論』第

3編第3章「労働組合運動の経済的特質」において提出されているO

「ここで我々は労働組合の理論ーすなわち，〔労働組合運動が〕富の生産と

分配，および人格の発展におよぼす影響のしかたについての我々自身の解
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釈ーを提出する。この理論によって我々は，ある形態の労働組合主義には

大いに賛成し，もう一つの形態の労働組合主義には同じく断固反対する。」

(Webb [1897] p. viii，訳19頁）

ここで述べられた2つの労働組合主義とは，「旧組合主義」と「新組合主義」

のことに他ならないが， 2つの「組合主義」の分析の基準が，「富の生産と分配，

および人格の発展」におよぼす相互対立的な影響に置かれていることに注意を

喚起しておきたし、。それぞれの組合主義がもっ「経済的効果」についての

ウェッブの分析は以下のようなものであるO

1 旧組合主義一人員制限の方策

ウェッブは，「旧組合主義」めの本質的特徴を「人員制隈の方策」だと規定す

る。

「人員制限の方策」とは，「その職業の標準条件に厳密に従いながら，見習

数を制限すること，あるいは，雇主も雇い入れる意志があるし自らも働く

意志のある労働者を，性別，前職，徒弟期聞を経ていないことなどを理由

に排除することによって，特定の職種のほぼ完全な“独占”を確保・維持

しようとするあからさまな試み」である（Webb[1897] p. 705，訳860頁）。

「産業上の能率からみると，人員制限の方策に最も顕著な特徴は，それが生産

要素の選択におよぼす影響のしかたにある」とウェッブは指摘する。「人員制限

の方策」を追求すると，雇主による労働者の選択の自由が阻害され，雇用され

た労働者の質の低下をもたらすことになる（Webb[1897] p. 705 706，訳860

861頁）。しかもこれは新規労働者について妥当するだけでなく，さらに「すで

にその職業にある労働者の質も低下させる」。なぜなら，新規労働者の質の低下

は古参の労働者から「競争」を奪い，彼らの問で作用する「能率に対する刺激」

を奪い去ってしまうからである（Webb[1897] p. 707，訳862頁）。

加えて，「人員制限の方策」が生産要素の「選択」に及ぼす悪影響は，単に労

働者のみに限られない。その産業の「雇主J自身の「選択」をも阻害すると

ウェッブはいう。職人の熟練に全面的に依存している「伝統的な産業」におい

ては，新資本が参入しようとしても新たな熟練労働者を確保することができな
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い。労働力の確保ができなければ新資本の参入による「競争」は生起しえず，

こうして「雇主」は旧来の地位にやすやすと甘んじてしまうということになる。

他方，「人員制限の方策」は，労働者の熟練を基礎にして「その職業にいる労

働者に有利な」「独占」を確保する試みにほかならないから，「生産工程の改良」

に対するインセティブを欠くとウェッブはいう。

「彼ら〔独占的地位を享受している労働者〕は生産工程を低廉にすること

になんの利益もない。さらに彼らは，より少ない労働での生産を可能にす

る組織の発明・改良のすべてによって実際には損をするのであるO すなわ

ち，これらの改変は全て習慣の変化と新しい努力とを必要とするし，加え

てなんら金銭的な利益にはならないのだから，彼らにとっては好ましくな

いだろう。」（Webb[1897] pp. 709-710，訳865-866頁）

熟練労働者は自己の熟練を基礎に高い労働条件を獲得している以上，それを

不要にしたりあるいは新たな熟練の修得を必要とするような「生産工程の改

良」に対して主体的・積極的に取り組もうとする内発的動機をもたない。むし

ろ，このような熟練労働者の個別的利益は，それを意識的に妨害することにさ

えある。

「独占的地位を享受している個々の労働者が売るために持っているもの

は，自分自身のエネルギーだけである。したがって彼らはかぎられた産出

高にできるだけ高い価格をつけることに利益がある。もし彼らが価格を引

き上げることでより短い労働時間に対して同ーの所得をえることができれ

ば，社会の需要がみたされないことが実質的な利益なのである。」（Webb

[1897] p. 709，訳865頁）

要するに「人員制限の方策」を旨とする労働組合運動のもとでは，労働供給

の独占化による一部の労働者の利益の確保はできても，社会全体としての「産

業の能率」を向上させ安価で大量の財を供給することによって，できるだけ大

きな「消費者」つまり「社会の需要」を満たすような経済システムの構築は不

可能だというわけである九

このように「生産要素の選択」と「生産工程の改良」とを阻害し，「産業の能

率」に有害な「人員制限の方策」は10），やがて消滅するに違いないとウェッブは
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予想していた。「産業工程の絶えざる革新」は，「人員制限の方策」の基礎にあ

る熟練のあり方そのものを変容させることによって，「大多数の職業において，

その職業につきたいと思う者にいかなる制限が加えられることも実行不可能に

する」だろうからである（Webb[1897] p. 7日，訳869頁）。このような「人員

制限の方策」を中心としていた労働組合運動は，「産業工程の絶えざる革新」の

前に，しだいに時代遅れとならざるをえないという意味で「旧組合主義」と名

付けられたというわけだ。

2 新組合主義一コモン・ルールの方集一

ウェップは，「新組合主義」を，その中心的な運動方針である rコモン・ルー
ルの方策」に結びつけて理解する。「コモン・ルールの方策」とは，「雇主が労

働者を自由に選択することに干渉せず」，「標準賃金本標準労働時間，衛生・

安全についての明確な基準」の「最低限」を「直接に決定する」ものであっ

た11）。それは「生産要素の選択にかんするあらゆる点で，人員制限の方策と著

しく対照的である」とウェップはいう。

「標準賃金率，標準労働時間，および所定の衛生・安全基準の要請は，雇

主が，労働者どうしを比較しつつ選択することを妨げるものではない。す

なわち，雇主が，多数の候補者のなかから，体力，熟練，品行などに最も

優れた労働者を選びだすことを阻害しないのである。」（Webb[1897] p. 

716，訳873頁）

だが，「コモン・ルールの方策」が雇主による労働者の選択を阻害しないとい

うだけでは，あくまで消極的な位置付けにとどまるだろう。「コモン・ルールの

方策」が雇主による労働者の選択におよぽす積極的な効果は，「コモン・ルール

の方策iが確立していない労働市場と比較してみればよく分かる。

「雇用条件が規制されていない場合，雇主にとっては，最良の労働者では

なく，無能な労働者や病弱な労働者，“大酒のみ”や人格に劣っている労働

者を選択するほうが利にかなうこともよくある。その場合，彼は，労働者

を十分に低い賃金で雇い，長時間労働や時間外労働をさせ，非衛生的・危

険な作業環境を強いることができればよいのである。」（Webb[1897] p, 
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ウェッブ夫妻における「産業進歩」と労働組合 -9-

716，訳873-874頁）

「コモン・ルールの方策」が確立していない労働市場では，雇主の眼はかなら

ず安い労働の「価格」に向かうから，労働市場は劣った資質・能力の労働者で

満たされることになる。だが，「産業の能率は最も優れた人材の配置によって促

進される」以上，このような事態は「全ての点からみて明らかな損失」をもた

らすに違いないというのだ（Webb[1897] p. 717，訳874頁）。

「コモン・ルールの方策」が施行されるようになると，雇主による労働者の選

択はどのように変化するのであろうか。

「雇主は，労働者の選択にあたって“安価な人手”を雇うことはできない

から，彼が支払わねばな百ない価格と引き換えに，より優れた体力や熟練

をもち，飲酒を慎み規則正しく出勤し，責任感と創意に富むような労働者

を雇用するように努めざるをえない。」（Webb[1897] p. 718，訳875頁）

「コモン・ルールの方策」が定着すると，雇主は労働者に一定の価格を支払わ

ねばならないから，「仕事に最適な労働者を選択する永続的な刺激」が与えられ

ることになる（Webb[1897] p. 718，訳876頁）。「コモン・ルールの方策」は

労働条件の「最低限」のみを規制するもので，決して最高限度ではないから，

優れた労働者にはより有利な条件が与えられる（Webb[1897] p. 715，訳872

頁）。したがって，個々の労働者は，「自己の追加的労働が最大の追加的効用を

生産するような特定の職業」に落ち着くことになり，労働という生産要素は社

会的に最適配分されるというのである（Webb[1897] p. 720，訳878頁）。結果

的に，最高度の「産業の能率」が達成され，最大量の生産と消費が可能になろ

う。この点をもう少し立ち入って吟味しておこう。

「雇主の関心が，最も優れた労働者の獲得に常に向けられている」ことは，他

方で，「賃金所得者に反作用をおよぼす」とウェッブはいう（Webb[1897] p. 

718，訳876頁）。

「若い労働者は，標準以下の条件に耐え忍ぶことによって雇用の優先権を

獲得することはできないから，善良な性格，技術上の熟練，はば広い知識

などによって自らを推薦しようとするのである。したがってコモン・ルー

ルのもとでは，最も能率的な候補者が常に選択されるだけでなく，労働者
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全体に対してより一層能率的になろうとする前向きの刺説が与えられる。J

(Webb [1897] p. 718，訳876頁〉

無規制の労働市場では，雇主はより「安価な入手」を求めようとするから，

労働者どうしの「雇用をめぐる競争」も，劣悪な労働条件に堪え忍ぶという形

でおこなわれざるをえない。ところが，すでに確認したように，雇主は，「コモ

ン・ルールの方策」によって，より優れた労働者を求めるようになる。それに

応じて，労働者どうしの「雇用をめぐる競争」は，よりよい待遇をめざして，

自分自身の生産性を引き上げようとするものへ「転換」するというのである

(Webb [1897] p. 720，訳878頁）。ウェッブは，労働者自身による自らの生産

性向上をめざした働きかけを「機能的順応」（functionaladaptation）と呼ぷ

が，その内容とは「産業工程の絶えざる革新」が要求する「能力・欲望の強度・

複雑性の増進に個々人が順応すること」（Webb[1897] p. 703，訳858頁）にほ

かならない。労働者どうしの「雇用をめぐる競争」は，「機能的順応jのための

「精神的な刺激」として作用するばかりでなく，あらたに獲得されたより有利な

「生活水準」という「物質的な基盤」とむすびつき，いっそうの効果を発揮する

のである（Webb[1897] p. 723，訳881頁〕。

他方，「コモン・ルールの方策」は「雇主」に対しでも「産業工程の絶えざる

革新」をうながすという点で，大きな役割を果たすとウェッブは主張する。

「コモン・ルールが存在することによって，ある産業内の全ての雇主が，

雇用条件を引き下げることができない場合，彼らは互いに競い合い奮戦す

るにあたって，やむなく他の方法で他者を凌ごうとせざるをえない。それ

ゆえ，労働組合が均一の労働条件を要求することは，新しい製造プロセス

の発明・採用を積極的に刺激するという驚くべき結果をもたらすのだ。」

(Webb [1897] pp. 723-724，訳883頁）

個々の雇主は同一市場において互いに競争しあっているが，労働条件が規制

されていない場合には，雇主聞の競争は，労働条件引き下げという形で労働者

に転嫁されてしまう。労働条件を引き下げることができるかぎり，雇主聞の競

争は，資本設備の改良に結び、つくことはない（Webb[1897] p. 726，訳885頁）。

それにたいし，「コモン・ルールの方策」が施行されると，個々の雇主は競争圧
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ウェッブ夫妻における「産業進歩」と労働組合 -11-

力を労働条件に転嫁できなくなるから，資本設備の改良にむけて積極的に競争

せざるをえなくなる。

同時にまた「コモン・ルール」の適用は，「最良の立地条件，最高の設備，最

も優れた経営能力を有する工場にビジネスを集中させ，無能で旧式な雇主を淘

汰するJようにも作用する（Webb[1897] pp. 727-728，訳888頁）。すなわち

「コモン・ルールの方策」は，たんに雇主聞の競争を資本設備改良を目指した競

争へと転換させるだけでなく，さらにその競争を加速化させ，産業全体の効率

化を累積的に推進していくというのである12）。

「コモン・ルール」の適用とは，「例えば，綿糸紡績工合同組合がイギリスの

全ての綿糸工場において，均一な出来高払賃金表，均一の労働時間，均一の災

害・疾病予防手段の獲得」を意味する。しかもその場合，「労働組合運動のこの

根本的方策にあるまさにその性質ーその産業全体に共通な規則（rule）が一律

であることの必要性ーによって，それ〔コモン・ルール〕は労働組合員が仕事

を得ょうと欲する中で最良の工場の事情を考慮してではなく，最悪の工場の事

情を考慮して決定されることを余儀なくされる」ことも確かである（Webb

[1897] p. 728，訳888-889頁，下線部原文イタリック）。

だが注意すべき点は，最劣等企業を基準に設定される「コモン・ルール」が，

当の最劣等企業自体を淘汰するように作用するということである。

「このことは，経済的にみて最劣等な雇主が事業を継続できるように，標

準賃金率その他のコモン・ルールが設定されることを意味するのではな

い。逆に，一般に経験されているのは次のことである。すなわち，労働組

合が実際にコモン・ルールを獲得する場合，それは，その産業において知

識と設備とが最も劣っている雇主を葬り去るということ，これである。」

(Webb [1897] pp. 728一729，訳889頁）

「コモン・ルール」の適用は，なるほど労働賃金コストの一般的な上昇を意味

しはするが，それによって直接経営上の危機に陥るのは，あくまでも最劣等企

業にすぎない。最劣等企業は，これらの現実に直面し，そこで新たな機械化・

効率化を達成できなければ，生産費の圧迫による収益性の低下に耐えきれずに

市場から淘汰されていくことになるO 労働組合は，あえて最劣等企業が淘汰さ
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れるように「コモン・ルール」を設定するというわけだ。

日日式・劣等な企業を常に“取り除きヘ賃金を引き下げることなく生産費

を引き下げる方法に精通している有能な“産業の将帥”の手中に，そっく

りそのまま生産を集中させるようにコモン・ルールを設定することは，明

らかに労働組合の利益である。J(Webb [1897] pp. 729-730，訳891頁）

ウェッブ、には，優良企業が実際には潜在的な生産能力の「6割ないし7割jさ

らには「半分以下」までしか利用しきれておらず，優良企業には拡大の余地が

残っているという認識があった（Webb[1897] p. 729，訳890頁）。こうして，

淘汰された最劣等企業の生産高は優良企業の拡大によって吸収され，それにと

もない淘汰された最劣等企業の労働者も優良企業に移動し，結果的に，より有

利な労働条件を提供している「産業の将帥」のもとで働くことができるのだ。

「こうして，その産業でより優れた地位にある工場が，その生産能力の限

界まで操業していない限り，すなわち優越性を失わずに拡大できる限り，

労働組合は，理論的にいえば，価格すなわち消費者の需要に影響を与えず

に，したがって雇用を減少させることなしコモン・ルールの水準を引き

上げ，最劣等な雇主を一人また一人とあいついで淘汰することができるだ

ろう。」（Webb[1897] pp. 729一730，訳891頁）

「コモン・ルール」の水準引き上げがもたらす，優良企業への生産の転換・集

中化は，優良企業自体が拡大の限界に直面するまでは，それほど雇用を減少さ

せることなく継続可能であろう。したがって，労働組合は，その限界にいたる

までは，その組合員の利害にしたがいながら「コモン・ルールJの水準をたえ

ず引き上げていくことができるのである。

このようにして，「コモン・ルール」の水準引き上げによる「賃金を引き下げ

ることなく生産費を引き下げる方法に精通している有能な“産業の将帥”」への

生産の集中化は，「新組合主義Jにもとづく労働組合運動によって推進されるの

であるが，これは「消費者の見地」からみれば以下のような経済的帰結を意味

する。

「例えば，ある雇主が生産費を大幅に引き下げる特許を持っているとしよ

う。価格がもとのままで予その生産量が人々の需要量のほんの一部に過ぎ
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ない限り，彼は，改良に相当する金額をそっくりそのまま獲得できるだろ

う。しかし，労働組合が標準賃金率を次第に引き上げることで，他の全て

の雇主を一人ずつ淘汰し，最も優れた雇主にビジネスを集中させるとすれ

ば，総生産費はそれによって大幅に引き下げられるだろう。」（Webb

[1897] p. 730，訳891頁）

ー産業部門全体の生産物の価格を決定するものは，市場における最劣等企業

の生産費であるから，これが淘汰され，かっ優良企業のシェアが拡大すると，

産業全体の生産費は大幅に低下する。これは価格低下という形で消費者に還元

されるというのである。このような，「コモン・ルール」の水準引き上げによる

「最適な雇主の選択的淘汰」のプロセスは，あくまでも労働組合によるよりよい

労働条件の追求を起動因として進展するのであるが，そのことが結果的には

「消費者」の利益にも結び、つくと言うのである13）。

とはいえ，このようなより生産性の高い産業技術をもっ企業への生産集中の

結果としての生産量の増加のプロセスは，いったいどこまで可能であろうか。

「コモン・ルール」の水準引き上げが労働組合の利益のおもむくままに極限ま

でなされれば，社会にはいずれ単一の企業しか残らなくなるであろう。そうで

あるかぎり，「コモン・ルール」の水準引き上げによる，産業の効率化の累積的

増進はいずれ停止せざるをえまい。だがウェッブは次のように述べていた。

「しかしこのようなプロセスには事実上制限がある。ある特定の工場がい

かに有利な地位にあるとしても，実際にそれが産業全体を吸収してしまう

とは考えられない。立地条件，取引関係，需要の多様性，資本不足，およ

びなによりも事業拡大の欲望・能力の不足などの理由から，最も有利な地

位にある企業でさえ，無限に拡大することはできない。」（Webb[1897] 

pp. 730-731，訳891-892頁）

立地条件，市場の状態，資本調達力，経営者の個人的事情などの理由から，

優良企業が「産業全体を吸収してしまうことはない」という判断は，「理論的」

というよりも「現実的」なものである14）。したがって γ水準引き上げ”政策を

極限まで推し進めようとする労働組合の欲望」は現実的に抑止されるとウエツ

ブは見ていた（Webb[1897] p. 731，訳892頁）。換言すれば，社会には，能率
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において階差的な諸企業がつねに複数存在するという想定がウェッブにあると

いうことだ。このような企業間格差から生じる「格差利得」の獲得をめぐって，

一方において，個々の雇主による資本設備の改良競争が新たに進展し，他方に

おいてより優れた企業の新規参入が繰り返される15）。「コモン・ルール」の水準

引き上げによる産業の効率化の累積的増進プロセスの永続的進展の可能性が展

望されているのである。「コモン・ルールの施行は，最も設備が劣る雇主を淘汰

し，競争の全圧力を最大の生産能率の獲得にむけて集中させ，もっとも優れた

産業組織形態への絶えまない発展に寄与するJと把えられたのも当然のことで

あろう（Webb[1897] p. 732，訳894頁）。

以上の考察を通じて，「コモン・ Jレールの方策」が「富の生産と分配，および

人格の発展におよぼす影響」は，おおよそ以下のように要約しうるであろう。

すなわち，「コモン・ルールの方策」は，労働条件を引き上げることで「富の分

配」に影響を与えるのであるが，それが労働者間と雇主聞との両方における

「生産要素の選択」，労働者自身の「機能的順応J，雇主による「生産工程の改良」

を通して，「富の生産」を増大させると。要するにウェッブは，「人格」をも含

めた労働大衆の資質の向上を起動因とする労働者聞の「競争」，さらにその結果

としての企業者聞の「競争」促進をつうじて，「産業進歩」が不断に進展しつづ、

け，結果として豊かな消費を享受しうる社会が実現されるという「ヴィジョン」

を「進むべき道」だと把握したということである。

だが，そうであるがゆえに逆に，ウェッブの「労働組合」論がたんなる労働

組合運動の歴史的研究にとどまらず，むしろ社会全体の福祉の進展，つまりあ

るべき「生産と分配の体系」の調和的発展の「ヴィジョン」と密接にからみあっ

て展開されたことが浮き彫りになったであろう。シドニーの初期論文が検討さ

れねばならない理由はここにある。

3節 「発展した産業社会」における「産業進歩J

初期論文において，シドニーは， 19世紀末イギリスの経済社会を「発展した

産業社会」と規定し，そこにおける生産のありかたについて以下のように述べ
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ていた。

「発展した産業社会の年生産物は商品とサービスとの複雑な集合体からな

り，それは実に様々な事情のもとで生産され，その事情は優越性が無限に

異なっている。すべての有用性（utility）の偉大な母である土地は，農地ご

とに，鉱山ごとに豊鏡性が多様である。全ての労働が基礎にしている人間

の知識・熟練は，個々人間で多様である。資本が労働の補助をする程度は，

地位や職種ごとに異なる」（Webb[1888-a] p. 193) 

シドニーは，「発展した産業社会」の特徴として，生産の事情が非常に多様化

していることをあげる。すなわち，そこにおいては，土地という自然のみなら

ず，いまや生産において重要な役割を果たしている人間の知識・熟練，さらに

は資本までが，生産性に階差を持っているというのだ。「発展した産業社会」に

おいては，これらの「生産諸要素の結合の結果Jとして「年生産物」の生産が

行われているというのだ（Webb[1889] p. 69）。

使用される各生産要素がこのように階差的であることは，「年生産物」の分配

に以下のような結果をもたらすことになるO シドニーはいう。

「それぞれの生産要素の“利用の限界点”の位置は諸要素の相対的な希少

性を表しているのだが，それぞれの所得範曙の科学的な境界線は， 1)該当

する生産要素．の限界的な効率性（marginaleffectiveness）と， 2）その総

量のうちの，限界的な効率性を超える部分とによって決定されている。」

(Webb [1889] p. 70) 

各要素へ帰属する「所得」は，この「限界的な効率性」ニ「限界生産物」を

境界として，それを超える部分と，単なる「限界生産物」しか持たない部分と

に分割されることになるoでは，それぞれの部分は各経済主体にどのように分

配されるのだろうか。シドニーはまず，次のようにいう。

「使用されている最劣等地に，普通の労働力（ordinarylabor force）が

使用されている“耕作の限界点”から出発しよう。同時に，熟練と資本に

関する対応例を選択せねばならないので，基準線として労働者が最小限度

の熟練と資本とを使用し，最も不利な事情で富を生産すると想定しよう。」

(Webb [1888-a] p. 197) 
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ここでいう「普通の労働力」とは，なんの熟練ももたない「不熟練労働者」

の労働のことであり，社会全体で均一な「人間エネルギーjである。シドニー

は，このように土地，能力，資本の「限界的な効率性」＝「限界生産物」のみ

を享受する「不熟糠労働者」の所得を「経済的賃金」と名付ける。

「これ〔経済的賃金〕は全ての経済学的な推論が依存している真の“耕作

の限界”である。この経済学的な基準線から，地代，利子，監督賃金など

様々な名前で知られ，あるいは広く言えば利潤すなわち剰余価値（surplus

value）として知られている余剰生産物が算定されねばならない。」（Webb

[1888-a] pp. 197-198) 

ここで射出された「経済的賃金」は，「富の分配」における「基準線Jである。

年生産物は，各要素の「限界生産物」のみを合計した「経済的賃金」と，各要

素のそれ以上の「効率性」の「差異」を体現する「余剰生産物」とに分割され

ることになる（Webb[1889] pp. 69ー-70）；。それではこの「余剰生産物」は，各

要素に対してどのように分配されるだろうか。

従来「監督賃金」と呼ばれてきた所得についてみると，ジドニーはそれを「ご

く普通の不熟練労働者 (commonest unskilled laborer) 以上の労働者

(worker）の優れた熟練や能力による余剰生産物」と，より一般化して把えて

いる。それにより，「雇主」のみならず同機械工，職長，および医師，政治家な

どの高い所得が，「ごく普通の不熟掠労働者」の「限界的な効率性」＝「限界生

産物」に対応する「経済的賃金」を超える，「能力」にもとづくものと説明され

ることになる。シドニーはこれを「能力の経済的レントJと呼ぶ（以上， Webb

口888-a]p. 201）。「地代」についてみると，それは「耕作の限界での生産物を

超過する余剰生産物であり，土地のより大きな優越性に存在しているjという

理由から，「土地の経済的レント」と名付られる（Webb[1888-a] p. 201）。最

後に「利子」についてみると，それは「資本の使用，すなわち用地や熟練の優

越性が原因ではない特別な産業上の優越性の享受」によって生じる「余剰生産

物」であり，「経済的利子」と呼ばれる（Webb[1888-a] p. 202）。「ここで定

義された“経済的利子”は， リカードウの地代法則に類似した法則によって表

現できる。それは耕作の限界点において使用される最小限度の資本をこえて，
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ある特定の資本がもっ優越性にしたがって多様である。」（Webb[1888-a] p. 

203) 

以上のようにして「余剰生産物」は，「能力の経済的レント」「土地の経済的

レント」「経済的利子」に分割され，これらは，それぞれの生産要素の所有者に

帰属するのである17）。

「それゆえ，リカードウの地代法則の範囲は，（ホエトリーがはるか昔に述

べたように）ウォーカー氏がそうするよりもはるか以上に拡張されねばな

らない。一実を言えば，農地から，全ての種類の人間労働の多様な効率性

だけでなく，全ての生産用具にまで拡張されなければならない。この意味

では，全生産物は賃金とレントとに分割される。すなわち，熟練と資本な

しに耕作の限界点で平均的な労働者によって生産されるものと，効率性が

多様な土地，道具，熟練の助力によって生産されるものとの聞にである。

たんなる投資資本家が受け取る貸付利子は，その資本の使用によって生み

だされる余剰生産物，すなわち資本家的企業者が稼得する“経済的利子”

という残高の一部分にすぎない。」（Webb[1888-b] p. 472）。

もともと「発展した産業社会」とは，より優れた生産要素によってより大き

な「余剰生産物」が生みだされる社会であると同時に，その所有者により大き

な「レント」が分配される社会であった。しかも，このような生産要素の生産

性階差を内包する「発展した産業社会」は，「競争」を通じて，絶えず発展しつ

づける社会であると把えられでもいた。

「あらゆる産業部門において，同時に使用されている生産手段は効率性が

様々である。コーンウオールの炭田では，いまだにニューコメン以来の

ビーム・エンジンが使用されているO 内燃機関を搭載した船とならんで，

帆船がいまだに海を行きかっているo ドイツにおいては，脱穀機とともに

からざおが使用されている。ブーツは，蒸気機関を使用する工場で生産さ

れている一方で，いまだに手労働で生産されている。旧式の設備が消滅し

つづけているかぎり，産業進歩の先陣は（特許・独占の存在にもかかわら

ず），つねに落伍者よりも一歩前を進んでいるはずである。」（Webb[1888 

-b] p. 471) 
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みられるようにシドニーは，「産業進歩」つまり産業社会発展の内生的起動因

を，「旧式の設備の消誠」をもたらす競争的淘汰に求めている。もちろん，彼は

現実の産業社会には，つねに資本設備の広範な生産性階差が存在すること，つ

まり，旧式・劣等なものと最新・優良なものとが並存しつづけるという事実を

見逃しはしなかった。旧式・劣等な資本設備の持続的な消誠は，それまで最

新・優良であった資本設備のもつ相対的優越性の低下・消滅を意味する。だ

が，この「落伍者」を生みだす過程は，同時に「産業進歩の先陣」が突出して

ゆき，さらに新しく高度な生産性をもっ産業過程が生みだされてゆく新投資の

過程でもあった。

「〔ー産業部門〕全体の〔商品〕価格を決定するものは，最も不利な事情の

もとで生産された商品であるから，それ以外で用いられている全ての資本

にはすべて，現実の“レンド（real“rent勺が必ず存在する。これが巨額

な産業利潤の源泉であることは明らかだ。」（Webb[1888-b] p, 471) 

より生産性が高い生産設備をもっ企業においては，その高さにおうじてつね

に現実の「レント」つまり「巨額な産業利潤」が達成され，それが続く新規投

資のためのファンドとしてつねに「現実的に」存在するはずだという理解であ

ろう。加えて，このような「巨額な産業利潤」は，「貸付資本」を大量に引き寄

せる要因でもあった。

「これ〔貸付資本〕は最も大きな利益をもたらすところに，たえず流れ込

んでいる。したがって，その法則が，“収益の均等化”であることは疑いな

い。さらに，それは永続的に差異をならしていく効果をもち，優れた効率

の資本を補強するから，非効率・旧式な産業資本は絶えず淘汰される。J

(Webb [1888-b] p. 471) 

個別企業どうしの競争プロセスにおいては，優良企業は「貸付資本」を借り

入れ，新規の設備投資が可能である。他方で，劣等企業は優良企業と同ーの条

件では十分な「貸付資本」を調達できず，たえず淘汰される圧力にさらされて

いる。生産物価格は最劣等企業の生産費によって決定されるから，最劣等企業

の淘汰につれて価格は次第に低下していく。結果的に消費者の利益，つまり大

衆が豊かな消費を事受する可能性が拡大しつづけるであろう。したがって，シ
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ドニーは「レント」としてあらわれる「産業利潤」の追求が，常に最劣等企業

を淘汰するように作用し続けるかぎり，つまり「競争」が十分に作用しつづ、け

ているかぎり，このような「産業進歩」のフ。ロセスは自律的に続くと主張する

のであった。

「このフ。ロセスは決して終わることがない。つまり，産業社会における産

業はどのようなものであれ，そこで労働者が，能率が厳密に等しい資本を

まったく等しい程度で使用するなどということがあるはずがない。想定上

の均衡とは，静的（static）なものではなく動的（dynamic）なものであり，

“存在しているもの”（“beingりではなく“生成しているもの”（“becom-

ing＂）なのである O それゆえ，純粋な経済理論においても，現実がそうで

あるように，資本の現実のレントがある。したがって，産業利潤に含まれ

るものは（能力のレントとともに）これ（経済的利子）であり，（ウォー

カーが実際に理解したように）“貸付利子”だけではない。」（Webb[1888 

-b] pp. 471-472) 

純粋理論として考えるならば，このプロセスは最優良企業の拡大にともな

い，いずれ「均衡」に達成し停止するはずであるO ところが，現実には，立地

条件，需要の多様性，経営者の個人的事情などがこれらの傾向を阻止してい

る18）。こうしてシドニーは，「仮説的な均衡」を想定する場合でもなお，その内

容は「動的なもの」であり，「生成しつつあるもの」として理解すべきだと言う。

つまり，一時的に優越性をほこっていた資本設備も，時間がたてば，一方での

価格の低下と，他方でのそれ以上に能率的な資本の新規参入によって，常に陳

腐化し，新たな競争にさらされていく。すなわち，「レント」は，ある特定の資

本に永続的に帰属するのではなく，あらゆる産業部門内において，時と場所を

かえながら，より優れた効率性を実現した資本につねに発生し，「産業進歩」の

プロセスを永続的に進展させる内的起動因としての役割を果たしつづ、けると主

張するのである。この過程では，たんに生産物の量が増加し，その価格が低下

するばかりか，需要の多様化をつうじて生産物の種類もまた多様化するo した

がって，生産集中の結果，あるー財の生産における「レント」の減少が生じて

も，産業社会全体としては，新製品の出現により，新たな「レント」が発生し
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つづけるというわけだ。シドニーの構想する「経済学」は「均衝Jなき「均衡

の理論」，つまり持続的な産業発展のメカニズムの解明に向けられていたと

いってよかろう。

4節むすび

以上の考察から明らかなように，ウェッブとくにシドニー・ウェッブは，「発

展した産業社会」においては，「産業進歩」が「レント」の取得をめざして絶え

ず進展していくものと把えていた。しかも，このような雇主間の「競争jが，

「産業進歩」を推進し続けるための不可欠の条件であるとウェップは認識して

いた。だからこそ，『産業民主制論』において，次のような洞察が可能になった。

「コモン・ Jレールが存在しないために，機械設備や資本が不十分で，科学

的素養や市場についての知識に欠ける“小規模な雇主”が，賃金をくいつ

ぶし，組織的残業を要求し，工場に労働者を詰め込み，事故予防対策を怠

ることによって，優良な工場からビジネスを奪い取ってしまうような場

合，彼の存在は労働者に有害であるばかりか，国民の生産能率の明らかな

浸食でもある。J(Webb [1897] p. 732，訳893頁）

「コモン・ルール」が確立していない労働市場，あるいは，「旧組合主義」が

支配している労働市場においては，劣等資本は，競争圧力を労働条件引き下げ

という形で労働者に転嫁することができるため，残存し続けることが可能であ

る。劣等資本の淘汰が回害されると，優良資本の拡大傾向が阻止されるだけで

なく，優良資本をふたたび、新たな競争へと追込んでいくところの価格低下フ。ロ

セスさえも阻害され，社会全体の「産業進歩Jはその分だけ遅れてしまう。「コ

モン・ルールの方策」の採用・定着化をつうじる労働賃金の引き上げと労働能

力の向上は，劣等企業の淘汰を加速化するという「経済的効果」をもっ。こう

してウェッブは，「コモン・ルール」の水準引き上げは，「産業進歩」を累積的

に増進していくための重要な制度機構にほかならないと力説するのだ。

「こうして“耕作の限界点を引き上げ”，同時により優れた地位にある工場

の生産量を増大させることにより，このコモン・ルールの方策は，生産物
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のうち経済学的にレントの性質をもっ部分の境界をシフトさせ，そのかな

りの部分を労働者の手中に収めることを可能にするのである。」（Webb

[1897] p. 730，訳891頁）

「発展した産業社会」においても，労働市場が完全競争的であるかぎり，労働

者は各生産要素の「限界的な効率性」＝「限界生産物」に応じた賃金を受け取

るだけであるO だが，「コモン・ルールJの水準引き上げがなされる場合には，

それは劣等企業の淘汰と優良企業の拡大をもたらし，資本の「限界的な効率性」

の程度を引き上げ，なお労働市場もふくめて「競争」市場の機能が残り続ける。

他方，労働者自身は「コモン・ルール」の水準引き上げによって「機能的順応」

を達成し，個々の「能力」を増大させ，結果的に「能力」の「限界的な効率性」

を上昇させるo「コモン・ルール」の水準引き上げによる分配関係の変更は，

「レント」の「経済的賃金」へのくり込みという形で行われはするが，「限界的

な効率性」が増大した分だけ社会の総生産物が増加しているというわけだ19）。

労働組合という社会制度は，産業の効率化を累積的に増進していくための制度

機構であるべきだし，またそのようにっくり直されねばならないとウェッブが

把えたのも当然のことであろう。ウェッブは，このような機能を果たさない

「旧組合主義」を厳しく糾弾し，「新組合主義」のなかにあるべき社会改革の

「ヴィジョン」をみいだしたのであるo

2王

1) ウェップの生涯についての詳細は，ここでは触れることが出来ない。ウェッブが

フェピアン協会で果たした役割については， Mackenzie[1977］，名古［1987］を，

ウェッブのロンドン地方政治との関わりについては McJ3riar[1962] Chs. 7-9を，

労働党の結成との関わりについては Felling[1991] Chs. 2-3, McBriar [1962] Ch. 

10-11.を，救貧法改正運動との関わりについては大沢口986]4章を，それぞれ参照

していただきたい。

2) ウェッブは自ら次のように述べていた。「“ウェッブの専門”は，連合王国における

労働組合運動，協同組合運動，イングランドの地方統治形態といった，過去3, 4世

紀にわたる特定の社会制度についての，歴史的かっ分析的な事例史研究であった。」

(Webb [1932] p. 89，訳86頁）

3) ピアトリスは， 1891年4月にシドニーに対して労働組合について本を書く計画をも
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ちかけ，同年5月に婚約した後， 2人は執筆に取りかかった（Mackenzie口977]Ch. 

9-10参照）。長い生涯を通じた， 2人の共同作業はここに開始されたのである。

4〕 1888年から1889年にかけての「新組合主義」の勃興について，安川はいう。「“大不

況”のもとで，イギリス資本主義の資本蓄積構造が“構造転換”しはじめると，それ

に対応して労働の存在構造も転換をよぎなくされた。ヴィクトリアの繁栄を支えて

きた“労働貴族”層の足もとが脅かされ，かれらの支えるトレード・ユニオニズムが

転換をせまられた。“社会主義”が復活し，不熟練労働が組織され，新ユニオニズム

が生みだされた」（安川［1993]5頁）。同様の指摘は，栗田口978]2章，高橋［1984]

1章などにおいてもなされている。

5) 「旧組合主義」「新組合主義」という用語を最初に使用したのは，ウェッブではな

かった。これらの用語は，「ガス労働者および一般組合」を組織し，ロンドン・ドッ

ク・ストライキにおいて指導的な役割を果たした，ジョン・パーンズによって1890

年にすでに使用されていたからである（Webb[1920] pp. 408-409，訳470頁参照）。

6) 以上のトーニーの示唆にもとづくかぎり，関嘉彦氏のフェビアン主義とくにウェッ

ブとショーにおける競争認識をめぐる次のような主張には疑問がのこる。「競争を伴

う価格経済機構自体を否定するのか，不平等な所得分配下でのそれを否定するのか，

その点が必ずしも明白でない。ロパート・オーウェン式の自給自足経済を空想的と

斥けている点から，彼らは価格経済機構を認めているように恩われるが，他方競争

には反対している。競争および価格経済が果たして非能率的であるか否かの根本的

反省もなされていないJ（関［1969]39頁）。
7) Webb [1888-a:], Webb [1888-b], Webb [1889］。特に， Webb[1888-a］は，修

正を加えられ， Webb[1898] Ch. 9に再録された。そのさい，‘NationalDividend 

and its Distribution，へと題名が変更された。

8) ウェッブは『労働組合運動の歴史』において円日組合主義」を「高い標準賃金率を

得ている熟練労働者だけを加入させ，週1シリングにもおよぶ組合費を集め， また

規則として定められた徒弟期間を終了した熟練工のほかは，しばしば組合員にしな

い熟練工組合Jと規定しているようである（Webb[1920] p. 388，訳447頁）。
9) ウェッブは，「消費者の見地」からすれば「人員制限の方策」も，「トラスト」も，

ともに「独占」にほかならないと把える反面で，「トラスト」の場合には，むしろ「競

争」がしばしば製品価格の引き下げをもたらすという点を指摘している。「追加的な

資本が，その使用に対して銀行家やディベンチャー所有者に支払われる利子率以上

をもたらす見込がある限り，資本制トラストは，その生産高を増大し，出来る限りそ

の生産工程を改良しようと努めるものだ。実際には， スタンダード・オイル社がや

るように，彼らはしばしばその価格を引き下げて，需要をあおり，これによって利益

をあげているのである。とにかく彼らは，常にトラストの仕事に最も優秀なプレイ

ンを雇い入れ， それと同時に，最良の機械と最新の発明を活用することに努めてい

る。というのは，生産費の削減をなしうる限り，それは常に全く彼自身の利益になる
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からである」（Webb[1897] p. 709，訳864-865頁）。「トラスト」は，個別企業どう

しの「競争」から生じるところの「改良への刺激を失うことは事実である」が，それ

でもなお「利潤追求者」としての内発的動機が依然として存在する。したがって，追

加資本の収益率が現行利子率に等しくなる点まで生産高を増大させるし，生産費削

減のための「資本設備の改良」もなされる。さらに，価格の低下が消費者の需要を喚

起し利潤量の増大をもたらす場合には，この生産工程の効率化は社会的に還元され

るというのだ。極めて「競争J的な「トラスト」の理解になっている点に特徴がある。
10) このように，「人員制限の方策」は，「生産要素の選択」と「産業の組織化」のいず

れに対しても有害な影響を与えるのであるが， ウェッブは， それが他の点において

「一つの重要な効果」をもっていると述べていた（Webb[1897] p. 710，訳866頁）。

すなわちこうである。もし労働条件の規制がまったくない場合には，労働者の「生活

水準」は「彼らの健康と産業の能率とに深刻に有害な」ところまで引き下げられる

(Webb [1897] p. 710，訳866頁）。「人員制限の方策」によって，ともかくもより高

い「生活水準」を獲得できるのであれば，それは「無規制産業にひろく見られるよう

な長時間労働，不健康な作業環境，かつがつの生存賃金のもとでなされるよりも，は

るかに優れた熟練，作業，全般的な能率を可能にする」（Webb[1897] pp. 710ー711,

訳867頁）。

11) ウェッブは，次のように述べていた。「まず、最初に労働組合の諸規制について考察

しよう。これらの諸規制は次の2つの経済的方策に要約できる。すなわち人員制限

とコモン・ルールである。後者は，標準賃金率，標準労働時間，衛生・安全について

の明確な基準を直接に決定する，より近代的な諸規制を含むものである」（Webb

[1897] p. 704，訳859頁）。「労働組合は，コモン・ルールの方策によってより高い生

活水準を維持しうるという発見は，大多数の労働組合の戦術を変更させるにあたっ

て有効であった。例えば．綿糸紡績工合同組合は，それぞれの職業における欠員を補

充するにあたって，雇主が労働者を自由に選択することに決して干渉しなかった」

(Webb [1897] p. 714，訳871頁）。「コモン・ルールの方策は，いかなる雇主も引き

下げることができない最低限を強制するものであり，雇主がそれ以上の条件を提示

できないような上限を強制するものでは決してない」（Webb[1897] p. 715，訳872

頁）。

12) このかぎりで，コールの以下のような指摘は正しい。「主要な経済学者たちは以下

のように言い続けていた。すなわち，正しい道は，生産力増大のためにできる全ての

ことをなすことであり， したがって，高まった生産力の思恵が下層にいっそう浸透

し，全ての人々に普及するのを待つことであるとo他方で，台頭しつつあった少数派

は，フェピアンたちを先頭に以下のように主張し始めた。すなわち，このプロセスは

どのみちあまりにも緩慢であり，したがって次に踏み出されるべき一歩は，“どん底

の人たち”のために集団的行動によってそれを加速することであると。」（Cole

[1950] p. 34，訳28頁）
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13) F. A.ウォーカー（Walker[1887］）は以下のようにいう。「ここで提出された視

角が正しければ，産業的企業の運営が優れた経営能力をもっ者に限定されることは，

社会の利益であり特に賃金階級の利益であることは明らかだ。地代について言えば，

耕作の限界点、の低下はすべて，より少ない純生産物しか生産できない土地を耕作に

引き入れ，穀物価格を決定する最終必要供給部分の生産費を引き上げ， それによっ

て土地所有者階級へ地代として帰属する生産物の割合を増大させる。おなじことは

利潤についてもあてはまる。すなわち， ビジネスの運営を劣った人物にゆだねるこ

とは，つまり資本と労働の使用によってより少ない純正産物しか生産できない人物

にゆだねることは，全商品の価格を決定する最終必要供給部分の費用を高めるだろ

う。 したがって，利潤として高い階層の使用者に帰属する生産物のシェアは増大す

るだろう。」（Walker[1887] pp. 278-279〕シドニーは，初期論文（特に， Webb

[1888 a], [1888一日）において，ウォーカー（Walker[1887])を直接の批判対象に

して，「国民分配分論」を展開している。立ち入った考察は稿を改めて行わざるをえ

ないが，劣等資本の淘汰と優良資本の拡大が労働者と消費者との利益に結びつくと

いうウェッブの労働組合論に対して，ウォーカーのこの論文が大きな影響を与えた

ことは，ほぼ間違いないであろう。

14) 例えば，ウェッブは「需要の多様性」を説明するものとして，「広告」や「商標J

などによる製品差別化について次のように述べていた。「製造業者は卸売商人による

きびしい圧迫からある方法で逃れようとする。商人は， より大きな利潤を確保しよ

うとする欲望に動機付けられ，常に，消費者の盲目的でかたよりのない圧力を〔製造

業者のなかで〕最も弱い部分に向けて集中させる方法を発見しようと知恵をしぼっ

ている。取引における専門的技術，品質の微妙な差異を見抜く経験，技術工程改良の

抜け目ない把握などによって，彼は，製造業者どうしを互いに競争させ，そうでない

場合よりもよりすみやかに，より完全に，彼ら〔製造業者〕が獲得している莫大な利

潤を横取りしようとする。……製造業者は，個々の消費者と直接的な関係を取り結

ぶことによって，製品の価格・品質に対するこの専門的なあら捜し， また意図的に

振り向けられた圧力から脱却しようとつねに試みる。これがすなわち，他とは区別

された〔製品の〕特色の社会全体への広告，またその結果として商標・製造業者名の

使用が，現代において発達したととを経済学的に説明するものである。」（Webb

口897]p. 683，訳830-831頁）
15) 競争過程において絶えず、新規参入する資本の優位性についてウェッブは次のよう

に言う。「新発明の採用はおそらく追加的な資本の支出をもたらしただろうし，以前

の設備のある部分を時代おくれにし，破壊したにちがいない。たとえこのような犠

牲を払って旧工場を新しい要求に適応させたとしても，生産における完全な経済性

からみれば不利益な点が多いのである。新しい資本家が，新規の工場を設立し，最新

式の改良を備え，新発明を最もよく利用するチャンスはここにあるのだ。」（Webb

[1897] p. 682，訳829頁）さらに，このような新規参入が頻繁に行われる産業ほど，
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産業の効率化は進展するという。ウェッブは次のように述べていた。「雇主の頭脳に

対する圧迫によってもたらされる改良の余地は，イングランドの農業のように同じ

農場を代々引き継ぐことが多いために，企業心の自由な発露や資本の移動が比較的

にまれな産業よりも， ほとんど毎日のように新しい発明がなされ， たえず新事業の

勃興によって補充されている工場製靴業のほうが明らかに大きい。J(Webb [1897] 
p. 736，訳898頁）

16) F. A.ウォーカーにおける「能力のレント」という概念は，「雇主」の「利潤」を

説明する手段であった（Walker[1887] pp. 277-278）。だが，シドニーにおいては，

それは雇主，労働者にかかわりなく「効用の生産を支えた者の全ての労務Jに帰属す
る所得一般へと拡張されている。「“雇主”は“賃金”のみならず，“能力のレント”，

利子，さらにしばしば地代までをも含めた“利潤”を受け取る。“労働者”は，“経済

的賃金”に加えてかなりの“能力レント”を受け取ることがしばしばである。効用の

生産を支えた者の全ての労役は，経済学的には社会的生産になんの貢献もしない者

と区別された，一つの大きなグループを構成する。これらの労務についての最も適

切な用語は“能力のレント”と“経済的賃金”であろう。」（Webb[1888-a] pp. 199 

-200）つまり，雇主と労働者とは一括して「生産的階級」（Webb[1888-a] p. 199) 

と把握されていることに特徴がある。

17) 以上のようにして別出された，「土地の経済的レント」「経済的利子」は，土地，資

本の所有者に対して「貢物」としておくられるとシドニーはいう（Webb[1888-a] 

p. 200）。すなわちそれは「経済的賃金」「能力のレント」といった「効用の生産を個

人的に支えた者の全ての労役」への報酬に比して不労所得であるのだ（Webb[1888 

-a] p. 199）。加えて，この「土地の経済的レント」と「資本の経済的利子」は「連合

王国の実現された富の4分の3を形成している」（Webb[1888-b] p. 471）ほど菓大

なものになっているとシドニーはいう。 19世紀末のイギリスにおいて「社会問題」と

して顕在化したところの，富の分配の不平等はこのように説明されている。そこか

ら，「資本と土地の公有化」や「課税」による「レントの再配分」などの論点が導出

されることになる。従来，シドニーの「レント論」をこのような「フェピアン社会主

義」の基礎理論として紹介した研究には，欧米においては， Beer[1929], Sweezy 

[1949], Fox & Gordon [1951], Stigler [1965], Ricci [1969］，我が国おいては，

河合［1931］，関［1969］，大前［1975］などがある。「格差的レントすなわち不労所

得は，社会的労働と社会発展との結果であるから， それは社会全体の善のために利

用されるべきである」（Beer口929]p. 283）。「フェピアンたちは，現代社会におい
ては地代と利子とが実際には同じものであり，両者の本質的な特徴は以下の事実に

あると主張したoすなわち，その事実とは，自ら額に汗して稼いだのではなく，社会

の進歩つまり他者の労働によって生みだされた所得（それぞれ“地代”と“利子”と

呼ばれる）が地主と資本家とに与えられるということである。したがってそれらは，

土地と資本の社会化によって社会に戻されなければならない」（Fox& Gordon 
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[1951] p. 310）。「明確に述べられてはいないが，ウェップはレントを倫理的に不労

所得であるとみなしていた」（Ricci[1969] p. 109）。「フェビアンの人々は，……“地

代”が取得者の道徳的頚廃とそれと労働者との不平等の原因であり，更に“地代”が

社会からの搾取であるとみた。市して“地代”の取得は土地，資本，能力の私有制度

に基づくとみた。……ととに於いて解決の路は明らかである。生産手段の公共所有

と，之に伴う産業の公共の経営であるoここに社会主義が建設されることとなった」

（河合［1931]370 371頁）。「余剰価値であり，不労所得である土地から生じる地代

は，社会の進歩＝人口の増加によって生じたものであるから，社会がこれを取得し

でもよいとするフェビアンズの思考＝土地の固有化は，限界生産力説によって工業

生産を分析することによって，資本の国有化を主張することができるのと同じよう

に，ある程度まで説得力をもつのである」（大前［1975]142頁）。シドニーの初期論

文とウェッブの国有化論との関連については，後の課題である。

18) シドニーは，優良企業の無限の拡大傾向が閉止されることを，すでに初期論文で

次のように述べていたo 「ある工場の“経済的優越性”は， その最犬限の生産性に

よって画される限界よりも，狭い限界に従属している。距離，地方の特殊性，晴好の

差異，個人的要素などの理由があわさって，生産における“独占力”は阻害される。」

(Webb [1888-a] p. 205〕

19) Gordonは次のように述べていた。「限界生産力説的分配論の発展の歴史は，それ

自体独立したものではあったが， それは賃金基金論争史の一部でもあった。という

のは，限界生産力説に本質的な概念が出現したのは， まさにこの論争の時期を通じ

てであったからである。…ーその論争に対するシドニー・ウェッブの貢献には，限

界生産力説の萌芽が非常にはっきりとみられる」（Gordon[1973] pp. 31 32）。賃金

基金説とシドニーの初期論文との関連については本稿では取り扱うことができな

かった。後の課題にしたい。だが， Gordonの次のような主張には疑問が残る。「労

働組合運動という現象を分析的に取り扱うという課題は，限界生産力説のフレー

ム・ワークの中に早くから取り込まれていたが，限界生産力説はその課題にたいし

て，結局は賃金基金説と同じ結論を与えたことは興味深い。ホプソンやシドニー・

ウェップのような数人の左派経済学者は，限界分析の発展に早くから貢献していた

が，彼らは労働組合に対するその分析上の帰結を察知するやいなや， それを放棄し

た」（Gordon[1973] p. 34）。労働組合運動の分析にあたって，ウェッブはシドニー

初期論文の成果を「放棄した」のではなく，むしろ労働組合論をそれに適合するよう

に「作り直した」と言い換えたほうが適切であろう。
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